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1. 2022年3月期第3四半期の連結業績（2021年4月1日～2021年12月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期第3四半期 33,519 13.4 353 △36.0 434 △28.5 302 △28.8

2021年3月期第3四半期 29,549 △6.6 551 57.3 607 40.2 424 41.1

（注）包括利益 2022年3月期第3四半期　　318百万円 （△38.6％） 2021年3月期第3四半期　　519百万円 （83.5％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

2022年3月期第3四半期 15.64 ―

2021年3月期第3四半期 21.96 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2022年3月期第3四半期 30,928 17,960 58.1

2021年3月期 27,827 17,757 63.8

（参考）自己資本 2022年3月期第3四半期 17,960百万円 2021年3月期 17,757百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年3月期 ― 0.00 ― 6.00 6.00

2022年3月期 ― 0.00 ―

2022年3月期（予想） 6.00 6.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2022年 3月期の連結業績予想（2021年 4月 1日～2022年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 40,000 0.2 400 41.2 500 31.9 300 115.7 15.33

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(注)詳細は、添付資料Ｐ．７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会
計処理の適用）」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

（注）詳細は、添付資料Ｐ．７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）をご覧下さい。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期3Q 20,830,825 株 2021年3月期 20,830,825 株

② 期末自己株式数 2022年3月期3Q 1,518,877 株 2021年3月期 1,518,877 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年3月期3Q 19,311,948 株 2021年3月期3Q 19,312,003 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その

達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及

び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、添付資料P．３「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関す

る説明」をご覧下さい。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスのワクチン接種が若年層

まで進み、緊急事態宣言の解除等の影響により、経済には持ち直しの動きが見られました。しか

し、新型コロナウイルスの新たな変異株の流行の懸念もあり、景気の先行きは依然として不透明な

状況が続いております。

配合飼料業界におきましては、主原料であるとうもろこしの価格は、期初から中国の旺盛な需要

により高騰し、米国での豊作見通しから一時落ち着ついたものの、エタノール需要の増加等により

再び上昇しております。副原料である大豆粕も、とうもろこしと同様に、米国での作付が良好なこ

とから値を下げておりましたが、中国への輸出増等により再び上昇しております。外国為替相場に

つきましては、米国で新型コロナウイルスのワクチン接種が進み、経済活動が順調に見られること

から、円安が進んでおります。

畜産物市況につきましては、鶏卵相場は、前年発生した鳥インフルエンザによる生産量減少から

回復しつつあり、８月頃より値を下げております。鶏肉相場は、輸入量と国内生産量共に増加した

ことにより、前年より値を下げております。豚肉相場は、生産量が回復し、軟調に推移しておりま

したが、カナダでの洪水による輸入量減少等の影響から、年末には前年を上回る価格となりまし

た。牛肉相場は、国内生産量の減少に加え輸出量の増加等に支えられ、前年度を上回る価格で推移

しておりましたが、国内生産量に回復の兆しが見られたことから、11月頃より前年を下回る価格で

推移しております。

このような状況のなか、当社は４月と７月に配合飼料価格の値上げを行いましたが、10月には値

下げを行いました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上高335億19百万円（前年同期比13.4％

増）となりました。利益面につきましては、営業利益は３億53百万円（前年同期比36.0％減）とな

り、経常利益は４億34百万円（前年同期比28.5％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は３億

２百万円（前年同期比28.8％減）となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務

諸表 注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおりであります。

　セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

飼料事業

飼料事業では、売上高は、収益認識基準等の適用で減少したものの販売価格が前年を上回った

ため323億23百万円（前年同期比14.2％増）となりましたが、原料価格が上昇したため、セグメン

ト利益（営業利益）は５億72百万円（前年同期比9.7％減）となりました。

畜産事業

畜産事業では、前年と比べて豚肉相場が下落したことに加え、飼料価格が上昇したことにより、

売上高は11億95百万円（前年同期比4.7％減）となり、セグメント利益（営業利益）は13百万円

（前年同期比91.8％減）となりました。

（２）財政状態に関する説明

　 (資産の部)

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ31億円増加し、309

億28百万円となりました。これは、主に現金及び預金が24億30百万円減少しましたが、受取手形

及び売掛金が44億15百万円、原材料及び貯蔵品が５億81百万円増加したことによるものです。
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(負債の部)

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ28億97百万円増加

し、129億67百万円となりました。これは、主に支払手形及び買掛金が27億57百万円増加したこと

によるものです。

(純資産の部)

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ２億２百万円増加

し、179億60百万円となりました。これは、主に利益剰余金が１億85百万円増加したことによるも

のです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年３月期の連結業績予想につきましては、2021年５月13日に公表した連結業績予想に変更は

ありません。

なお、業績予想は現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後

様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,818,207 7,387,633

受取手形及び売掛金 8,559,528 12,975,389

商品及び製品 140,790 159,686

仕掛品 320,334 417,056

原材料及び貯蔵品 1,985,741 2,566,951

その他 338,266 868,313

貸倒引当金 △227,585 △308,712

流動資産合計 20,935,283 24,066,318

固定資産

有形固定資産 5,334,383 5,466,316

無形固定資産 9,994 8,570

投資その他の資産

長期貸付金 1,480,902 1,361,697

破産更生債権等 1,378,821 1,378,731

その他 688,053 722,234

貸倒引当金 △1,999,620 △2,075,788

投資その他の資産合計 1,548,159 1,386,874

固定資産合計 6,892,536 6,861,762

資産合計 27,827,820 30,928,080

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,574,015 7,331,874

短期借入金 4,269,000 4,269,000

未払法人税等 204,084 31,521

賞与引当金 100,912 50,008

その他 818,637 1,180,954

流動負債合計 9,966,649 12,863,359

固定負債

長期未払金 84,240 84,240

退職給付に係る負債 19,450 20,310

固定負債合計 103,690 104,550

負債合計 10,070,339 12,967,909

純資産の部

株主資本

資本金 2,011,689 2,011,689

資本剰余金 1,904,186 1,904,186

利益剰余金 13,897,843 14,083,639

自己株式 △295,799 △295,799

株主資本合計 17,517,919 17,703,715

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 229,843 243,821

繰延ヘッジ損益 9,717 12,634

その他の包括利益累計額合計 239,561 256,455

純資産合計 17,757,480 17,960,171

負債純資産合計 27,827,820 30,928,080
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 29,549,567 33,519,115

売上原価 27,657,604 31,567,224

売上総利益 1,891,963 1,951,891

販売費及び一般管理費 1,340,077 1,598,677

営業利益 551,886 353,214

営業外収益

受取利息 16,977 15,885

受取配当金 13,513 18,410

売電収入 39,617 38,627

為替差益 28,823 75,583

その他 67,520 58,472

営業外収益合計 166,452 206,978

営業外費用

支払利息 42,555 44,008

支払手数料 36,293 43,090

売電費用 23,601 18,255

設備修繕費 - 20,467

その他 8,774 329

営業外費用合計 111,224 126,150

経常利益 607,114 434,042

税金等調整前四半期純利益 607,114 434,042

法人税等 183,054 132,033

四半期純利益 424,059 302,008

親会社株主に帰属する四半期純利益 424,059 302,008
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 424,059 302,008

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 94,459 13,977

繰延ヘッジ損益 585 2,916

その他の包括利益合計 95,044 16,894

四半期包括利益 519,104 318,902

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 519,104 318,902

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

（会計方針の変更）

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。)等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、顧客への商品の販売における当社グループの役割が代理人に該当する取引について、代理人と

して純額で収益を認識しております。また、買戻し義務に該当する有償支給取引については、従来は有償支給

した原材料について消滅を認識しておりましたが、有償支給した原材料について消滅を認識しないこととして

おります。

なお、収益認識会計基準の適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、一部の商品又は製品の販売に

おいて、出荷時から当該商品又は商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、

出荷時に収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。た

だし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取

扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は42億66百万円減少し、売上原価は42億65百万円減少してお

ります。また、利益剰余金の当期首残高に与える影響は軽微であります。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表

に与える影響はありません。

　


